Ⅰ　総括

１　概況
（１）　土地
	
	評価総地積　（㎡）
	決定価格　（千円）
	課税標準額　（千円）

	土地計
	7,764,373,761
	▲0.0％
	3,625,417,411
	2.0％
	1,483,833,031
	0.9％

	
	うち
宅地分
	327,523,090
	0.1％
	3,208,001,202
	1.7％
	1,172,709,585
	0.1％


　　　※　％は対前年度伸び率
　　ア　評価総地積等の状況
　　　　評価総地積が7,764,373,761㎡で前年度に比べ1,582,895㎡（▲0.0％）減少したものの、令和６年基準への評価替えの影響から、決定価格は3,625,417,411千円で前年度に比べ69,584,390千円（2.0％）の増加、課税標準額も1,483,833,031千円で前年度に比べ12,686,761千円（0.9％）の増加となっている。
　　　　宅地については評価総地積、決定価格、課税標準額いずれも前年度に比べ増加となっている。
　　　イ　負担調整措置※の適用状況
　　　　　宅地の負担調整措置の適用状況は「宅地に係る負担調整措置適用状況」（下表）のとおりで、本則課税を行ったものが52.6％、課税標準額の引下げを行ったものが11.8％、据置き措置を行ったものが17.5％、前年度の課税標準額に本年度評価額の５％を加える措置を適用したものが18.1％となっている。
◇　宅地に係る負担調整措置適用状況（農業用施設用地等を除く）
	
	住宅地
	商業地等
	宅地計

	
	地積（㎡）
	構成比
	地積（㎡）
	構成比
	地積（㎡）
	構成比

	本則課税
	167,782,153
	77.0％
	－
	－
	167,782,153
	52.6％

	引下げ措置
	－
	－
	37,500,686
	37.1％
	37,500,686
	11.8％

	据置き措置
	－
	－
	55,866,371
	55.2％
	55,866,371
	17.5％

	負担調整
(前年度の課標＋評価額×5％)
	5,021,674
	23.0％
	7,751,835
	7.7％
	57,773,509
	18.1％

	負担調整下限※

（本来の課標×20％）
	0
	0.0％
	1,542
	0.0％
	1,542
	0.0％

	合計
	217,803,827
	100.0％
	101,120,434
	100.0％
	318,924,261
	100.0％



※　宅地等の負担調整措置とは
　　　　固定資産税の負担について、平成６年度評価替えで大幅に評価額が上昇したことから、急激な税負担の増加につながらないよう平成９年度から負担水準の割合に応じ、なだらかな上昇にとどめるという負担調整措置が講じられてきた。
また、平成18年度の評価替えに伴い、課税の公平及び制度の簡素化の観点から、負担水準が低い宅地について、その均衡化を一層促進する措置が講じられている。


〔参考〕本県における地価の変動状況
· 地価公示変動率（％）
	
	住　　宅　　地
	商　　業　　地

	
	令和３
	令和４
	令和５
	令和６
	令和３
	令和４
	令和５
	令和６

	岩手県
	▲0.4
	▲0.1
	0.1
	0.8
	▲1.7
	▲1.0
	▲0.9
	▲0.5

	全　国
	▲0.4
	0.5
	1.4
	2.0
	▲0.8
	0.4
	1.8
	3.1


· 地価調査変動率（％）
	
	住　　宅　　地
	商　　業　　地

	
	令和３
	令和４
	令和５
	令和６
	令和３
	令和４
	令和５
	令和６

	岩手県
	▲0.8
	▲0.6
	0.1
	▲0.2
	▲1.9
	▲1.7
	▲1.2
	▲1.1

	全　国
	▲0.5
	0.1
	0.7
	0.9
	▲0.5
	0.5
	1.5
	2.4



（２）　家屋
木造、非木造ともに総床面積は増加したものの、新増築家屋の減少及び、令和６年基準への評価替えの影響から決定価格は減少となっている。
	
	総床面積（㎡）
	決定価格（千円）
	課税標準額（千円）

	木　造
	82,863,269
	0.1％
	1,211,242,886
	▲0.8％
	1,211,139,186
	6.2％

	非木造
	31,906,012
	0.6％
	1,291,097,734
	▲1.1％
	1,287,967,473
	▲1.1％

	合　計
	114,769,281
	0.2％
	2,502,340,620
	▲0.9％
	2,499,106,659
	2.3％


　　　　※地方税法附則第15条の６等（新築住宅に対する固定資産税額の減額　等）による、軽減対象面積1,500,124㎡（▲13.9％）、軽減額707,645千円（▲14.0％）
〔参考〕新増築分の状況
1 木造
	
	総床面積（㎡）
	決定価格（千円）

	住宅・アパート
	436,936
	▲11.9％
	29,927,322
	▲2.6％

	事務所・店舗
	20,207
	3.8％
	1,140,375
	12.2％

	工場・倉庫
	60,656
	▲15.3％
	1,675,694
	▲12.8％

	計
	517,799
	▲11.8％
	32,743,391
	▲2.7％

	
	うち増築分
	6,267
	▲49.4％
	346,978
	▲27.5％


2 非木造
	
	総床面積（㎡）
	決定価格（千円）

	住宅・アパート
	63,801
	14.3％
	7,129,739
	27.1％

	事務所・店舗
	87,445
	▲20.7％
	9,952,090
	▲27.8％

	工場・倉庫
	174,256
	▲31.4％
	17,694,909
	▲26.9％

	計
	325,502
	▲22.5％
	34,776,738
	▲20.3％

	
	うち増築分
	31,341
	▲42.6％
	2,422,914
	▲67.8％



（３）　償却資産
県知事決定分は新規資産の増加により前年度を上回ったものの、市町村長決定分及び総務大臣決定分の減少により、全体として決定価格、課税標準額ともに前年度を下回った。
	
	決定価格（千円）
	課税標準額（千円）

	市町村長決定分
	1,330,229,184
	▲9.1％
	1,308,365,707
	▲8.9％

	総務大臣決定分
	549,733,669
	▲2.5％
	529,782,831
	▲1.8％

	県知事決定分
	56,615,557
	234.1％
	40,124,784
	196.3％

	計
	1,936,578,410
	▲5.2％
	1,878,273,322
	▲5.6％



116
117
